報道関係者各位

羽村高校３０周年行事での「君が代」不伴奏による処分発令に抗議する声明
　

本日（３月５日）、東京都教育委員会は、２００６年１１月１８日の都立羽村高校３０周年記念式典において音楽科教諭池田幹子さんが「君が代」斉唱時にピアノ不伴奏であったことを理由に、不当にも懲戒処分（減給１０分の１・１月）を発令しました。この処分で２００３年１０・２３通達に基づく懲戒処分（戒告・減給・停職）は、３４６名もの膨大な数になります。私たち「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会は、不起立・ピアノ不伴奏等を理由として「いかなる処分もしてはならない」とした２００６年９月２１日の東京地裁民事３６部の判決後初の本日の不当な処分発令の暴挙に満身の怒りを込めて抗議し、不当処分の撤回を求めるものです。

　周知のとおり、この「国歌斉唱義務不存在等確認訴訟」（予防訴訟）の判決は、原告の訴えを全面的に認め、２００３年１０・２３通達とそれに基づく校長の職務命令は憲法１９条及び教育基本法第１０条に違反し「重大かつ明白な瑕疵がある」ものと判じ、「『君が代』の起立・斉唱、ピアノ伴奏の義務なし」「いかなる処分もしてはならない」という画期的判決でした。たとえ高等裁判所に控訴しているとはいえ、司法の判断があるならば、１０・２３通達に基づくこれまでの教育行政を改めるのが「法治国家」での教育行政の当然のあり方です。
ところが、東京都教育委員会は、判決を全く無視して、これまでと同様の「職務命令」を出すよう各校長を重ねて指導し、判決後に実施された周年行事等では、例外なく各校長が「職務命令」を出し続けています。また、今行われている卒業式でも「職務命令」を乱発しています。更に、既に発表された来年度（２００７年度）の再雇用職員（嘱託員）の採用に関しては、３年前の０４年３月卒業式での不起立等で処分された教職員を含めて全員を不当にも「不採用」としています。
池田教諭は、都教委の「事情聴取」（２００６年１２月）に際して、弁護士立会いを要求したにも拘わらず、都教委はこれを拒否し「事情聴取」も行わないまま処分を発令しました。また、１０・２３通達から４回目の卒業式が行われている最中の本日の処分発令は、卒業式の「見せしめ・恫喝」であると言わざるを得ません。

私たちは、都教育委員会が、９・２１東京地裁判決を真摯に受け止め、処分の恫喝による強権的教育行政を直ちに改めることを求めます。

私たちは、恐怖と恫喝で教育の自由を圧殺してきた石原都政下での異常な東京の教育を、再び都民の手に取り戻し、教育の良心を守り抜くために、教職員・生徒・保護者・市民と手を携えて、都教委の暴圧に屈せず、不当処分撤回まで闘い抜くことを改めて表明いたします。
ご支援を心から訴えるものです。
２００７年３月５日

「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
　共同代表　清川　久基（前足立西高校）　星野　直之（前保谷高校）

　

